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GX実現に向けた系統整備の重要性

⚫ 地域に偏在する脱炭素電源を最大限活用し、データセンター、半導体、グリーンス

チールなどのGX産業の電力需要の増大に対応していくためには、電力インフラから

見て望ましい場所や地域への立地を促進させるとともに、脱炭素電源を需要側に送る

送配電網（電力系統）の整備を加速していくことが不可欠。

⚫ 国際的にも、カーボンニュートラル実現を見据えた系統整備は重要な課題となってい

る。IEAのレポートでは、系統への投資が進んでいないことが再エネ導入への障壁と

なっているとの指摘もあり、各国で政策的な対応が進められているところ。

⚫ 本年2月にとりまとめたGX2040ビジョンにおいても、地域間連系線や地内基幹系統

の整備に向けた方向性が示されている。

⚫ 本日は、GX実現に向けた系統整備の重要性とその課題・対応の具体的な方向性につ

いて、総合資源エネルギー調査会での検討内容をご紹介する。



出典：IEA Electricity Grids and Secure Energy Transitions (2023.10.17）

〈接続待ち再生可能エネルギープロジェクトの容量〉
（技術別・選定国）

出典：第2回局地的電力需要増加と送配電ネットワークに関する研究会（2024年4月8日）
 資料4 IEA説明資料

〈ネットゼロシナリオにおいて必要な電力系統の長さ・投資〉

⚫ IEA（国際エネルギー機関）によると、世界的に、系統への投資が進んでいないこと

が再エネ導入によるネットゼロへの障壁になっている。

Electricity Grids and Secure Energy Transitions（2023.10.17）一部要約（仮訳）

✓再エネを導入し2050年ネットゼロを達成するには、2040年までに8000万㎞以上の電力系統の追加また
は改修が必要。これは現在の全世界の系統の長さに相当。一方で少なくとも3000GWの再エネのPJが系統へ
の接続待ちになっており、系統がネットゼロへの移行へのボトルネックになっている。

✓再エネへの投資は加速しているが、系統への投資はここ10年以上でもほぼ変わらず、年間約3000億ドル
で停滞。2030年までに年間6000億ドル以上に倍増させる必要がある。

【参考】 IEA Electricity Grids and Secure Energy Transitions
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【参考】GX2040ビジョン（2025年2月）抜粋

５．GX を加速させるためのエネルギーを始めとする個別分野の取組 

（１）DX による電力需要増に対応するため、徹底した省エネルギー、再生可能エネルギー拡大、原子力
発電所の再稼働や次世代革新炉の開発・設置、火力発電の脱炭素化に必要な投資拡大や系統整備

７）系統整備

電力ネットワークの次世代化を進めることは、電力の安定供給を確保しつつ、地域経済の活性化を行い
ながら、電力システムの脱炭素化を進めるために不可欠である。このため、地域間連系線については、北
海道・本州間の海底直流送電や中国九州間連系設備（関門連系線）など、今後10年間程度で、過去10年
間（約120万 kW）と比べて８倍以上の規模（1000万kW 以上）での系統整備を目指してお り、資金調
達等の課題に対応するための必要な制度的措置等を検討していく。 

また、電力の安定供給を確保するためには、地内基幹系統等を効率的に整備することも重要である。特
に、再生可能エネルギーの導入等に資する地内基幹系統等については、これまで以上に効率的な整備が必
要となる。このため、各エリアの一般送配電事業者等が、より効率的・計画的に整備を進めるための仕組
みを検討するとともに、再生可能エネルギー電源の立地地域の負担とその全国への裨益を踏まえ、エリア
を越えた費用負担の仕組みも検討していく。 

加えて、新たな大規模需要に対し、迅速かつ確実に電力供給を行うことも重要である。DC等の系統接続
申込みの規律を確保するとともに、一般送配電事業者が早期に電力供給を開始できる場所を示した「ウェ
ルカムゾーンマップ」を通じた立地誘導を進める。また、大規模需要を効率的な系統整備等の観点での適
地に誘導するため、一般送配電事業者が地方公共団体等の関係機関と連携し、適地における先行的・計画
的な系統整備を促す仕組みを検討する。また、整備を着実に推進しつつ需要家の公平性を確保するため、
一般送配電事業者が行う先行的・計画的な系統整備に係る費用が確実に回収される仕組みや、GXに資す
る取組等を実施する事業者において、整備費用が大規模になった場合における費用負担の在り方を検討す
る。
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系統整備に向けたこれまでの対応

⚫ 各エリア内の送配電網の整備は、これまで、東京や中部といった各エリアの電力会社

のイニシアティブの下で、必要な供給力を自エリアで確保することを基本に進められ

てきた。このため、異なるエリア間を結ぶ地域間連系線等の容量が十分ではないとい

う課題があった。

⚫ 東日本大震災直後に西日本の余剰電力の一部しか東日本に送電できなかった反省を踏

まえ、電力システム改革により創設した電力広域機関の関与の下、地域間連系線の整

備を計画的に進めてきている。

⚫ 具体的には、再エネ大量導入と電力の安定供給に向け、地域間連系線の整備について

は、再エネの大量導入等に計画的に対応する「プッシュ型」に転換。

⚫ 併せて、費用負担、資金調達については、地域間連系線の整備による広域的な需給運

用に伴う発電費用やCO2の削減効果が全国に及ぶことを踏まえ、2020年の法改正に

より、地域間連系線の整備に係る費用について、再エネ賦課金や全国の託送料金等を

通じて全国で負担する仕組み（全国調整スキーム）を導入。

⚫ また、2023年に成立したＧＸ脱炭素電源法において、一部の大規模な地域間連系線

について、特定系統設置交付金（再エネ賦課金が原資）の交付や電力広域機関の値差

収益を原資として貸付業務を追加したところ。



北海道
419万kW

東北

1,314万kW中国

1,018万kW

九州

1,583万kW
周波数変換設備

交直変換設備50Hz60Hz

※ の中の数値は2025年8月の最大需要電力予想

（全国合計では1億5,916万kW）

※赤字の数値は地域間連系線の運用容量代表値

北陸
473万kW

2,669万kW

関西

沖縄
160万kW

四国

476万kW

【参考】 我が国の送配電網

485万kW

222万kW
30万kW

210万kW

576万kW

90万kW

190万kW

東京

5,491万kW
中部

2,313万kW

145万kW
250万kW

140万kW

（出典）電力広域機関 2025～2034年度の連系線の運用容量 （年間・長期）
https://www.occto.or.jp/renkeisenriyou/oshirase/2024/files/oshirase_1_2025-2034_unyouyouryou.pdf

⚫ これまで、電力会社の供給エリアごとに送配電網が整備されてきた。

⚫ このような歴史的経緯から、我が国では、エリア間の「地域間連系線」の容量が小さ

い。
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【参考】電力広域的運営推進機関の概要

⚫ 2015年4月、送配電網の広域運用の司令塔として、電力広域的運営推進機関（電力広域

機関）を創設。本機関は、需給ひっ迫時における地域間の需給調整や、地域間連系線等

の増強の推進を通じ、全国大での系統運用を進める。

⚫ 容量市場の運営や再エネ出力制御の妥当性の検証、FIT・FIP納付金の管理等も実施。

地域Ｂに
供給してください

電気の供給 電気の供給

地域C

電力広域機関

需給ひっ迫時における需給調整

◆ 需給ひっ迫時に電気事業者に対して電源の焚
き増しや電力融通を指示し、需給調整を行う。

地域A

地域Ｂに
供給してください

②地域間連系線等の増強

供給計画を送付

国（経済産業大臣）

電力広域機関

電気事業者Ａ 電気事業者Ｂ 電気事業者Ｃ

供給計画の提出

供給計画を取りまとめて検討

マスター
プランの
策定等

◆ 各電気事業者の電力供給の計画を取りまとめ
ると共に、地域間連系線の増強の方針を示す
マスタープラン等を策定する。
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• 再エネ大量導入とレジリエンス強化のため、電力広域機関において、2050年カーボ
ンニュートラルを見据えた、広域連系系統のマスタープランを2023年3月29日に策
定・公表した。

【参考】 広域連系系統の「マスタープラン」

中地域増強
約520億円

九州地内増強
約100億円

九州～四国（新設）
約4,800～5,400億円

九州～中国（増強）
＋280万kW
約4,200億円

中国地内増強
約1,000億円

中部地内増強
約30億円

東京地内増強
約6,700億円

北海道地内増強
約1.1兆円

四国地内増強
約1,600億円

東北～東京（増強）
約2,000億円

FC（増強）
+270万kW

約4,000~4,300億円

東北地内増強
約6,500億円

【必要投資額（概算）】

約6.0～7.0兆円

北海道～東北～東京

（新設）

+600~800万kW

約2.5～3.4兆円

（出所）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）（電力広域的運営推進機関2023年3月29日策定）のうちベースシナリオより作成 8



【参考】 地域間連系線の整備の状況と今後の方向性

9

中部

関西

北海道

東京

北陸 東北

九州

中国

四国

沖縄

関西中国間九州中国間

中国四国間

関西四国間

中部関西間

210万kW → 300万kW
(2027年度中予定)

東京中部間

周波数変換設備60Hz

50Hz

120万kW → 210万kW
(2021年3月運転開始)

531万kW※
→ 1028万kW※
(2027年度中予定)

東北東京間

北海道本州間

90万kW → 120万kW
(2027年度中予定)

60万kW → 90万kW
(2019年3月運転開始)

東地域増強

関門増強

300万kW→600万kW
（2030年6月運転開始予定）

過去10年間で整備してきたもの

現在整備中のもの

計画策定プロセス中のもの
（基本要件策定済）

120万kW

再エネ
ポテンシャル

再エネ
ポテンシャル

※整備計画策定
時点の想定であり、
電源や別工事の動
向等を踏まえて、段
階的に運用容量が
拡大する見通し

⚫ 再エネ適地と需要地を結び、国民負担を抑制しつつ再エネの導入を図るとともに、首
都直下地震等により首都圏等に集中立地するエネルギーインフラが機能不全に陥った
場合のバックアップ機能の強化を図るため、全国大での送電ネットワークの増強を進
めることが必要。

北陸関西間

中部北陸間
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系統整備における課題

⚫ 一般送配電事業者は、さらに地域間連系線の整備を進めていくこととなるが、北海道

の再エネポテンシャルを最大限活用すること等を目的とした北海道・本州間の海底直

流送電等の地域間連系線の整備には巨額の投資が必要となる見通し。

⚫ 加えて、足下、データセンター、半導体工場、工場の脱炭素化・電炉化等の大規模需

要の投資が進んでいる。データセンターは、千葉県印西・白井エリア等の一部地域に、

供給可能量を超える申込みが集中。電力ネットワークへの接続（系統接続）に時間が

かかり、事業者の計画・ニーズと合わないケースが発生。

⚫ 一般送配電事業者各社は、既に超高圧変電所の建設や大型送電線の整備を進めている

が、更なる需要の立地や、再エネの導入拡大、ワットビット連携等の動きも見据えれ

ば、今後、各エリア内の系統において巨額の投資が見込まれるところ。

⚫ こうした中、従来、一般送配電事業者は、自らの信用力に基づき資金調達を行ってき

たが、一定規模以上の大規模投資の場合、工期が長く、費用回収に長期間を要するこ

とから、北海道・本州間の海底直流送電の整備や、地内系統の先行的・計画的な整備

で必要となる巨額の資金をコーポレートファイナンスで調達することは厳しい状況。

また、金利の上昇等により、資金調達環境が厳しさを増している状況。
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【参考】北海道・本州間海底直流送電について

⚫ 現在、電力広域機関では、マスタープランを踏まえ、東地域（北海道・本州間海底直流送電）の

系統整備に向けた計画策定プロセスを進めている。

⚫ 北海道・本州間海底直流送電については、送電事業のライセンスを取得したSPC（特別目的会

社）を組成し、プロジェクト自体の収益性に着目したプロジェクトファイナンスにより資金を調

達することを軸に検討されている。その整備は長工期かつ巨額の投資を要するため、資金調達環

境の整備について検討を進めていく必要がある。

※基本要件策定（2024年4月3日）時点

✓ 北海道から大消費地へ
の送電網整備

✓ 大規模需要立地を踏ま
えたレジリエンス強化

北海道・本州間海底直流送電

概算工事費 1.5～1.8兆円

概算工期 6～10年程度

事業実施主体
SPC等が想定

（実施案及び事業実施主体の公募に係る公募要綱骨子案に対して、
SPCの組成等を想定した意見が寄せられている）



【参考】大規模需要の申し込み状況（東電PG管内）
第1回ワットビット連携官民懇談会
（2025年3月21日）資料1-3
東京電力パワーグリッド株式会社

岡本構成員提出資料
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⚫ 千葉県印西・白井エリアでは強固な地盤や都心へのアクセスの良さ等を背景に、データ
センター等の立地が進み、電力需要が増加。

⚫ 東電PGでは、こうした需要増に対応するため超高圧変電所（千葉印西変電所）を整備す
るなど必要な対策工事を実施。

⚫ 他方、東電PGにおいて現在計画中の工事による供給可能量を超える需要の申込みがきて
おり、立地条件によっては更なる対策工事が必要となるため、数年以上の工期を必要と
する場合も存在。
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【参考】東電PG（印西・白井エリア）における
系統整備に関する状況①

東京電力ホールディングス「世界を魅了するINZAIの激増する電力需要を支える挑戦」（2024/7/30）（2025/3/3閲覧）
https://www.tepco.co.jp/toudenhou/pg/1668074_9043.html

地下トンネル（洞道）内
部

工事イメージ
系統構成イメージ

新京葉変電所

白井
変電所
（将来）

千葉NT
変電所

千葉印西変電所

DC

DC

DC

DC DC

第2回次世代電力系統WG
（2025年3月17日）資料3 一部編集



⚫ 現在、印西・白井エリアにおいて連系待ちの大規模需要は約４０件存在し、その申込容
量の総計は約2,500MW。

⚫ 連系に際しては、最寄りの変電所等から需要地までをつなぐ供給線に加えて、変電所新
設や送電線張替といった上位系統の工事も必要な場合もあるところ、今後印西・白井エ
リアで必要とされる工事の総額は2,000億円を超える見込み。

⚫ この点、上位系統に係る工事の費用負担は、エリアの広範囲に裨益することが想定され
るとして、全て一般負担（エリアの託送料金負担）となっている。一方、連系希望の需
要家が負担する額（特定負担額）は約100億円程度であることに加えて、段階的増強計
画の途中である等の理由により、実際に需要家に請求済であるものは一部となっている。
（※例えば電源側では、一般負担の上限額（4.1万円/kW）が定められている。)

⚫ こうした実態や、送配電設備と大規模需要家の設備の減価償却期間の違いなども踏まえ、
効率的・合理的な系統整備等の検討を進めていくことが必要。
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【参考】東電PG（印西・白井エリア）における
系統整備に関する状況②

電圧 申込件数 総工事費 うち上位系統 うち供給線 うち特定負担額

特別高圧 約40件 2,000億円超 約2,000億円 約200億円程度 約100億円程度

印西・白井エリアの状況

第2回次世代電力系統WG
（2025年3月17日）資料3 一部編集
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【参考】鉄鋼業の脱炭素化に向けた生産プロセス転換と電力需要

⚫ 鉄鋼業の脱炭素化に向けた生産プロセス転換として、高炉からの電炉化、直接水素還元、

高炉法での水素還元といった技術オプションを複線的に追求。

⚫ 足下では電炉化に向けた検討が進展しているが、電炉化に伴う電力需要の増加が想定さ

れる。また、高炉法での水素還元の場合でも、高炉等から発生する副生ガス（現状、自

家発電等に活用）が減少すること等から、いずれにしても電力需要は増加する方向。

鉄鋼業の脱炭素化に向けたプロセス転換
（イメージ）

（出所）カーボンニュートラルに向けた日本鉄鋼業の取り組みと課題
（2023年11月22日 一般社団法人日本鉄鋼連盟）

（注）SC50：SuperCOURSE50（高炉法での水素還元により二酸化炭素排出
量を５０％削減する技術）、BASE：既存の高炉法、水素還元：水素直接
還元製鉄＋電炉 を指す。
赤字は、現状の国内銑鉄生産を全て各プロセスに転換したと仮定した場合にお
ける必要な増分系統電力量（年間）の試算値。

プロセス転換に伴う電力需要の増加

第56回基本政策分科会（2024年6月6日）
資料１ 一部編集
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【参考】産業用電力需要の今後の見通し

⚫ 大規模需要の立地を背景に、各エリアの電力需要は伸びていく見込み。

⚫ 産業用の需要は、今後10年間で、全国平均で約2割、エリアによっては5割以上の伸

びが見込まれる。
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出典：左：電力広域的運営推進機関公表資料を基に資源エネルギー庁作成  右：電力広域的運営推進機関HP 2025年度 全国及び供給区域ごとの需要想定について
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⚫ 今後、電力業界是全体として過去最大規模の投資を、複数年にわたって継続的に行っ

ていく必要に迫られている。

【参考】今後の脱炭素電力インフラ投資の見込み

出典：令和6年11月20日電力・ガス基本政策小委員会みずほ銀行プレゼン資料より抜粋

系統

火力

原子力

第1回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会
（2025年5月23日）資料5 一部編集
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⚫ 2024年度の大手電力会社10社合計の経常利益は、東日本大震災前の2004年をピークと

した水準を上回る結果となった。

⚫ 一方で、原子力安全投資等を含む設備投資の増加に相まって、フリーキャッシュフロー

は震災以降悪化している。

【参考】大手電力会社の経常損益・FCF合計の推移

東日本大震災

小売全面自由化

（単位：兆円） （単位：兆円）

小売全面自由化

東日本大震災

出所：有価証券報告書、各社決算発表資料より作成

フリーキャッシュフロー（FCF）＝ 営業CF ー 投資CF

ウクライナ侵攻

ウクライナ侵攻

第1回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会
（2025年5月23日）資料5 一部編集
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対応の方向性

⚫ 系統整備の工事には、用地取得、地元理解、工事力確保、機材調達等のために多額の

費用と長期間を要する。足下で増加するデータセンターをはじめ、将来的なGX/DXの

進展に伴う再エネの更なる導入や電力需要の増加に対し、その都度の対応では、迅速

に対応できず、需要家の投資意欲に応えられないおそれがある。総合資源エネルギー

調査会において、中長期的な電源や需要の在り方を踏まえて重要な地内系統について、

先行的・計画的な整備のあり方等について議論を進めているところ。

⚫ また、まずは既存設備を最大限活用することが重要だが、足下、需要家の都合により、

既に系統容量が確保されているにも関わらずプロセスが滞留し、真に必要な需要家へ

の電力供給が遅れるようなケースも発生している。そのため、系統接続ルールのあり

方についても議論を進めている。

⚫ その上で、資金面の要因で必要な系統投資がなされないことは避ける必要がある。系

統整備は、再エネ等の脱炭素電源の導入拡大や、データセンター等の脱炭素電源利用

拡大を通じたGXの実現にも寄与することに鑑み、真に必要な系統整備に対し、対象

を絞り込んだ上で、 GXの実現の観点からその系統整備の資金調達・資金回収を円滑

化させる枠組みについて、検討を深めていく。
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【参考】検討事項:地内系統の計画的な整備

【課題】

⚫ 再エネ導入拡大への対応や大規模需要への安定的な電力供給のためには、地内系統の計画的な整
備が必要。この際、中長期的な脱炭素電源の立地見込みやGX産業立地政策（ワット・ビット連
携）等との整合性も考慮する必要。

【対応の方向性】

⚫ 国等の公的機関が一定程度関与しつつ、一般送配電事業者等において地内系統の整備を進める枠
組みが必要。例えば、地域間連系線に関する広域系統整備計画等の枠組みを参考としつつ、一般
送配電事業者等が地内系統の整備に関する計画等を策定し整備を進める枠組みを検討。

⚫ また、こうした枠組みの下で進める整備は、長工期かつ巨額の資金を要することも想定される。
こうした大規模系統整備を円滑に進めるためには、地域間連系線の整備に関する枠組みも参考に、
資金調達・費用回収を円滑化するための措置も併せて講じることが必要。

⚫ 併せて、地内系統の整備までの間など、系統の安定運用のために必要となる方策の検討も必要。

①地域間
連系線

地内基幹系統
⑤ローカル系統

配電系統②地域間連系線と
一体的なもの

③広域的取引に
資するもの

④その他

整備計画
策定主体

広域機関 広域機関 検討中 各エリア一送 各エリア一送

整備主体 一送等 各エリア一送 各エリア一送 各エリア一送 各エリア一送

費用回収
方法

全国調整 全国調整 全国調整
エリアの
託送料金

エリアの
託送料金

■送配電網整備の在り方（現状）

第1回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会
（2025年5月23日）資料6
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【参考】検討事項:大規模系統整備に係る資金調達の円滑化等

【課題】

⚫ 再エネ導入拡大や電力の安定供給のためには、北海道・本州間海底直流送電をはじめとする地域
間連系線や地内系統の円滑な整備が必要。一方、これらの整備は長工期であり、かつ巨額の投資
を要する。着実な整備に向けては、整備実施主体の資金調達・費用回収の円滑化が必要。

【対応の方向性】

① 大規模系統に対する公的な信用補完の活用や政府の信用力を活用した融資などの資金調達を円滑
化するための方策を検討。

② 大規模系統整備において運転開始以降に託送料金で回収する費用の一部について、工事着工段階
（運転開始前）から回収する仕組みを検討。

③ 一般送配電事業者の事業報酬算定のレートベースにおける建設仮勘定の取扱い※の在り方等を検
討。 ※現行制度では、建設中の資産については50%を乗じて算定する運用としている。

④ 北海道・本州間海底直流送電等の大規模地域間連系線において、整備費用が増額した際の回収の
確実性を一定程度担保するためのガイドライン・審査の在り方を整理。

再エネ賦課金
（系統設置交付金）

託送料金
系統設置交付金

前倒し交付（特定系統設置交付金）

運転開始

電力広域機関
による貸付

減価償却期間建設着工

■現行の地域間連系線の整備に係る費用回収・資金調達の在り方

資金調達支援の検討

第1回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会
（2025年5月23日）資料6



【参考】地域間連系線の費用負担の考え方

全国調整スキーム対象費

系統設置交付金（再エネ賦課金）

全国９エリア負担
（託送料金）

再
エ
ネ
便
益
分

再エネ便益以外分の1/2を上限

広域系統整備交付金
（値差収益）

⚫ 北海道・本州間海底直流送電をはじめとする地域間連系線の整備費用については、全

国大での再エネ大量導入や電力レジリエンス強化を前提に、再エネ賦課金や全国の託

送料金等を活用するスキームが適用される。

⚫ 具体的には、将来の電源ポテンシャルを踏まえたプッシュ型のマスタープランを策定

した上で、その増強費用を全国で支える仕組みとして、①再エネ賦課金（系統設置交

付金）、②JEPX値差収益、③全国の託送料金より確保することとしている（全国調

整スキーム）。
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【参考】地域間連系線に関する整備等計画の認定スキーム

⑤
・電力広域機関の貸付
・特定系統設置交付金

➀
広域系統整備計画
の策定

②
整備等計画の作成

③
認定の申請

④
整備等計画
の認定

電力広域機関 事業実施主体 経済産業大臣

③

④

②
整備等計画

⑤

・本計画の円滑かつ確実な実施
を確保することが、特に重要か
・計画の実施期間、実施体制等
が適切に設定されているか

➀
広域系統
整備計画

第63回電力・ガス基本政策小委員会
（2023年6月27日）

資料４ 一部編集

⚫ 系統整備に要する費用の資金調達の環境整備として、GX脱炭素電源法において、新
たに事業実施主体が作成する整備等計画を経済産業大臣が認定するスキームが新設さ
れた。当該認定を受けた事業者は、特定系統設置交付金や電力広域機関からの貸付を
受けることができる。

※認定の対象となる送電線等は、こう長が100km以上又は送電容量が100万kW以上の連系線となっ
ている。
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